
株式会社アグリトライ 

貸 借 対 照 表 

（令和 6 年 6 月 30 日現在） 

（単位：円）   

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

【流動資産】 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

完成工事未収入金 

未 収 収 益 

商 品 

原 材 料 

前 払 費 用 

未成工事支出金 

立 替 金 

貸 倒 引 当 金 

【固定資産】 

(有形固定資産) 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

減価償却累計額 

土 地 

 (無形固定資産) 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

(投資その他の資産) 

出 資 金 

保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

生 保 積 立 金 

繰 延 税 金 資 産 

リサイクル預託金 

関 係 会 社 株 式 

【468,244,559】 

155,340,244 

154,643,525 

72,739,468 

212,970 

35,605,437 

14,433,618 

6,261,484 

28,741,100 

1,614,175 

△1,347,462 

【195,989,728】 

(157,805,636) 

107,199,252 

7,724,050 

218,401,749 

42,314,783 

16,079,348 

△268,957,343 

35,043,797 

(4,758,023) 

1,447,775 

3,310,248 

(33,426,069) 

180,000 

748,000 

1,240,967 

16,537,715 

4,828,597 

211,720 

9,679,070 

【流動負債】 

電 子 記 録 債 務 

買 掛 金 

未 払 金 

工 事 未 払 金 

預 り 金 

未 払 費 用 

短 期 借 入 金 

未成工事受入金 

賞 与 引 当 金 

未 払 消 費 税 

未 払 法 人 税 等 

【固定負債】 

長 期 借 入 金 

役員退職慰労引当金 

資 産 除 去 債 務 

【450,637,095】 

160,740,516 

142,956,329 

8,923,960 

83,814,387 

1,360,296 

2,099,842 

11,545,000 

20,282,800 

11,805,765 

6,834,900 

273,300 

【53,187,500】 

31,500,000 

13,687,500 

8,000,000 

負債の部合計 503,824,595 

純 資 産 の 部 

【株主資本】 

資 本 金 

(利益剰余金) 

利 益 準 備 金 

繰越利益剰余金 

【160,409,692】 

44,000,000 

(116,409,692) 

7,594,400 

108,815,292 

純資産の部合計 160,409,692 

資産の部合計 664,234,287 負債及び純資産の部合計 664,234,287 

   当期純利益         7,098,944 



個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

   たな卸資産の評価基準及び評価方法・・・・最終仕入原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・・・建物 

   （リース資産を除く） 平成 10 年 3 月 31 日以前に取得したもの   旧定率法 

              平成 10 年 4 月 1 日から 

              平成 19 年 3 月 31 日までに取得したもの   旧定額法 

              平成 19 年 4 月 1 日以降に取得したもの    定額法 

             建物以外 

              平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したもの   旧定率法 

              平成 19 年 4 月 1 日以降に取得したもの    定率法 

             なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

              建物及び構築物           １０年～３５年 

工具器具備品             ３年～２０年 

無形固定資産・・・・定額法 

   （リース資産を除く） ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

   長期前払費用・・・・定額法 

 

３．引当金の計上基準 

貸倒引当金 ・・・・債権の貸倒損失に備えるため、法人税法に規定する法定繰入率により

回収不能見込額を計上しております。 

   賞与引当金・・・・・社員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上

しております。 

   役員退職慰労引当金・役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による期末要支給額を計

上しております。 

 

４．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

５．税効果会計の適用 

   法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。 

 



貸借対照表に関する注記 

 

１．関係会社に対する金銭債権・債務 

（１）短期金銭債権      169,832,119 円 

（２）短期金銭債務        2,454,876 円 

 

損益計算書に関する注記 

 

１．関係会社との取引高 

（１）売上高         864,494,546 円 

（２）仕入高          42,089,113 円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

 

１．発行済株式の種類および株式数に関する事項 

株式の種類 前 期 末 増  加 減  少 当 期 末 

普通株式 44,000 株 － － 44,000 株 

 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決   議 
株式の 

種類 

配当金の

総額 

１株当た

り配当額 
基 準 日 効力発生日 

令和 5 年 9 月 22 日 

 

定時株主総会 

普通株式 4,004 千円 91 円 令和 5 年 6 月 30 日 令和 5 年 9 月 23 日 

 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当効力発生日が翌期となるもの 

  令和６年９月１０日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のと

おり提案しております。 

配当金の総額 6,160 千円  

１株当たり配当額 140 円  

基準日 令和 6 年 6 月 30 日 

効力発生日 令和 6 年 9 月 11 日 

 

一株当たり情報に関する注記 

 

１．一株当たり純資産        3,645 円 

 

２．一株当たり当期純利益       161 円 


